社会福祉法人　期末決算業務に関する総括点検表
（新会計基準準拠版）
	社会福祉法人名
	

	拠点区分
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	事業年度
	平成（　　）年3月期

	点検担当者
	

	
	



	

	□　点検項目は、決算に関する全般的項目を含んでいます。
　　決算前の打合せ時の点検及び決算後の事後処理の検討・反省会に利用します。

	

	□　主な点検項目

	　1.　決算スケジュール(内部・外部監査、理事会承認のスケジュール)
	5.　財務諸表に対する注記

	　2.　決算に関する全般的項目
	6.　附属明細書の作成

	　2-1 経理規程と経理実態との比較
	7.　勘定科目と会計システム

	　2-2 所轄官庁への財務諸表等の提出期限、補助金等の申請期限など
	8.　実査、残高確認、固定資産現在高報告

	　2-3 所轄官庁からの指導・報告・連絡・通知など
	9.　決算整理事項

	　3.　事業区分、拠点区分、サービス区分と共通経費按分基準
	10.　決算手続その他の留意点

	　4.　財務諸表の体系
	

	


1 決算スケジュール（内部・外部監査、理事会承認のスケジュール）
　　以下のスケジュールに日程を入れ、決算スケジュールを明らかにします。
	
	項目
	内容
	日程
	担当者又は管理者

	1）
2）
3）
4）
5）
6）
7）
8）
9）
10）
	決算の打合せ
実査、棚卸、現物調査
残高確認
決算整理仕訳集約と入力
補助等との照合
附属明細書の作成
財務諸表の作成
決算役員会
内部監査
外部監査
理事会承認と登記
	(1)決算日程の決定
・総括点検表を使っての実施
(2)規程の定期点検
・利用者処遇関連
・職員処遇関連
・法人運営・経理関連
(3)契約書・議事録等
・ファイルの点検
(1)現金・有価証券の実査
(2)棚卸資産の実地棚卸
(3)固定資産の現物調査
(4)金融機関残高証明の入手
　（借入金を含む）
(5)債権・債務の残高確認
(1)第一次締切
・一次締切分のチェック
・一次締切分の入力
(2)第二次締切
・二次締切分のチェック
・二次締切分の入力
(1)固定資産管理台帳
(2)未収金台帳
(3)未払金台帳
(4)借入金台帳
(5)寄附金台帳
(6)補助金台帳ほか
(1)各拠点からの提出
(2)本部における財務諸表の作成
(1)理事長、担当理事の承認
(1)監事監査
(1)議事の決定
(2)招集通知
(3)理事会
(4)登記の申請
	　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
　 年　月　日
	


２．決算に関する全般的点検項目
2-1　経理規程と経理実態との比較
　　　会計処理手続、役割分担について点検します。
	
	項目
	内容
	有・無
	備考

	1）
2）
3）
4）
5）
	辞令簿の作成等
予算の事前作成
現金預金出納手続
会計に関する承認手続
保育所-299号通知
における事前協議等
	(1)統括会計責任者
　会計責任者
　出納職員
(2)契約担当者
(3)予算管理責任者
(4)固定資産管理責任者
(1)予算理事会における承認
(2)補正予算、予算の流用
(3)予備費の使用
(1)預金口座の開設・解約
(2)出納の承認手続
(3)銀行印の保管責任者
(1)事業計画の承認
(2)設備投資の承認
(3)資金の借入の承認
(4)積立金の積立の承認
(5)役員報酬の承認
(6)資金運用の承認
(7)契約書等の保管者の承認
(1)299号通知関連の支出
(2)支出に関連して必要な手続の確認
(3)分析表の提出
	有　・　無
（）
（）
（）
（）
（）
（）
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
（）
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
	　　年　月　日



　記載上の留意点
　（　　）には、管理者・担当者の氏名、備考欄には、承認日付、承認機関や関係規程名を記載のこと。
　　さらに、留意点があればコメントを記載のこと。
2-2　所轄官庁への財務諸表等の提出期限、補助金等の申請期限など
	
	書類等の名称
	関係官庁名等
	提出期限と留意点

	1）
2）
3）
4）
	財務諸表等の提出
補助金等の申請等
各種報告書類の提出
報告・連絡・相談等
	
	


2-3　所轄官庁からの指導・報告・連絡・通知など
	
	書類等の名称
	関係官庁名
	提出期限と留意点

	1）
2）
3）
4）
5）
6）
	指導・監督など
連絡・通知など
補助金・給付金等
新規事業の認可ほか
指導監査に関すること
各種給付加算に関すること

	
	


３．事業区分、拠点区分、サービス区分と共通経費按分基準
3-1　事業区分・拠点区分・サービス区分での検討
	
	項目
	内容
	備考

	1）
2）
3）
4）
5）
6）
	追加すべきサービス区分
変更・廃止すべきサービス区分
検討を必要とするサービス区分
決算方針
前年からの検討課題
新会計基準への移行年度
	(1)サービス区分の業種名
(2)どの拠点区分に属するか
(3)どの事業区分に属するか
(1)収支状況が悪いサービス区分
(2)課題のあるサービス区分
(1)積立金の積立
(2)資金調達の実行
(3)借入金の返済
(4)設備の落成

	平成(　　)年度より



3-2内部取引の整理
	
	項目
	内容
	備考

	1）
2）
3）
4）
	事業区分間の内部取引
拠点区分間の内部取引
サービス区分間内部取引
就労支援事業における内部取引
	有・無
有・無
有・無
有・無

	1．経費立替等
2．運転資金貸付
3．事業活動に係る費用
4．その他（　　　　　　　　　　　　　）


3-3　共通経費按分基準
	
	項目
	内容
	備考

	1）
2）
	按分基準表の点検
事業費と事務費の按分
	(1)サービス区分間
(2)就労支援事業の事業間
	


記載上の留意点
　備考欄には、打合せの内容や、取引の内容についてのコメントを記載のこと。
４．財務諸表の体系
	
	
	資金収支計算書
	事業活動計算書
	貸借対照表

	財務諸表
	法人全体
	第1号の１様式
（）
	第2号の1様式
（）
	第3号の1様式
（）

	
	
	資金収支内訳表
	事業活動内訳表
	貸借対照表内訳表

	
	法人全体
事業区分毎
	第1号の2様式
（）
	第2号の2様式
（）
	第3号の2様式
（）

	
	
	事業区分資金収支内訳表
	事業区分事業活動内訳表
	事業区分貸借対照表内訳表

	
	事業区分毎
拠点区分別
	第1号の3様式
（）
（）
（）
	第2号の3様式
（）
（）
（）
	第3号の3様式
（）
（）
（）

	
	
	拠点区分資金収支計算書
	拠点区分事業活動計算書
	拠点区分貸借対照表

	
	拠点区分毎
	第1号の4様式
（）
（）
（）
（）
（）
（）
（）
	第2号の4様式
（）
（）
（）
（）
（）
（）
（）
	第3号の4様式
（）
（）
（）
（）
（）
（）
（）

	
	
	別紙３
	別紙４
	※

	附属明細書
	拠点区分毎
サービス区分別
	拠点区分資金収支明細書
（）
（）
（）
（）
（）
（）
（）
	拠点区分事業活動明細書
（）
（）
（）
（）
（）
（）
（）
	拠点区分貸借対照表明細書
（）
（）
（）
（）
（）
（）
（）


　　※会計基準第6章附属明細書2.附属明細書の構成において、作成すべき附属明細書には含まれていません。
５．財務諸表に対する注記
	
	注　　　記
	法人全体用
	拠点区分用
	記載がない場合の記載方法

	1．
	継続事業の前提に関する注記
	
	
	記載不要

	2．
	重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方針
・満期保有目的の債券等
(2)固定資産の減価償却の方法
・建物ならびに器具及び備品
・リース資産
(3)引当金の計上基準
・退職給付引当金
・賞与引当金
	
	1.
(1)
(2)
(3)
	該当なし

	3．
	重要な会計方針の変更
	
	2． 
	記載不要

	4．
	法人で採用する退職給付制度
	
	3．
	該当なし

	5．
	事業所の名称・並びに拠点区分、サービス区分
	
	4．
	該当なし

	6．
	基本財産の増減の内容及び金額
	
	5．
	該当なし

	7．
	会計基準第3章第4(4)及び(6)の規定による
基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
	
	6．
	該当なし

	8．
	担保に供している資産
	
	7．
	該当なし

	9．
	固定資産の取得価額
減価償却累計額及び期末残高
	
	8．
	記載不要

	10.
	債権額、徴収不能引当金の当期末残高
債権の当期末残高
	
	9．
	記載不要

	11.
	満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額時価
及び評価損益
	
	10.
	該当なし

	12.
	関連当事者と取引の内容
	
	
	該当なし

	13.
	重要な偶発債務
	
	
	該当なし

	14.
	重要な後発事象
	
	11.
	該当なし

	15.
	その他社会福祉法人の資金収支及び純資産
増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
	
	12.
	該当なし


記載例
	財務諸表に対する注記（法人全体用）
１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法
　満期保有目的の債券等　　　　　　　　償却原価法（定額法）
上記以外の有価証券で時価のあるもの　決算日の市場価格に基づく時価法
(２)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法
無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法
リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成25年3月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
(３)引当金の計上基準
徴収不能引当金
　　債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
賞与引当金
　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
退職給付引当金　　　　　　　　　　　
職員の退職金の支給に備えるため、大阪府退職共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。
２．法人で採用する退職給付制度
　独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度及び大阪府民間福祉事業従事者共済会の退職共済制度
３．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
（１) 法人全体の財務諸表(第1号の1様式、第2号の１様式、第3号の1様式)

（２) 事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式)

(３) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
   (４) 収益事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（５) 各拠点区分におけるサービス区分の内容
ア　Ａ里拠点（社会福祉事業）
「介護老人福祉施設Ａ里」
「短期入所生活介護○○」
「居宅介護支援○○」
「短期入所生活介護○○」
「居宅介護支援○○」
「本部」
イ　Ｂ園拠点（社会福祉事業）
「保育所Ｂ園」
ウ　Ｃの家拠点（社会福祉事業）
　　　　「児童養護施設Ｃの家」
「子育て短期支援事業○○」
エ　Ｄ苑拠点（公益事業）
｢有料老人ホームＤ苑｣
４．基本財産の増減の内容及び金額
　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)
基本財産の種類
前期末残高
当期増加額
当期減少額
当期末残高
土地
100,000,000
0
0
100,000,000
建物
1,000,000,000
200,000,000
125,000,000
1,075,000,000
定期預金
20,000,000
0
0
20,000,000
投資有価証券
20,000,000
0
0
20,000,000
合計
1,140,000,000
200,000,000
125,000,000
1,215,000,000
５．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
保育所Ｂ園建物の建替えによる取壊しに伴い、国庫補助金等特別積立金30,000,000円を取り崩した。
６．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　100,000,000円
建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　800,000,000円
　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　900,000,000円
担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）　500,000,000円
　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　500,000,000円
７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)
取得価額
減価償却累計額
当期末残高
建物（基本財産）
2,000,000,000
925,000,000
1,075,000,000
建物
900,000,000
600,000,000
300,000,000
構築物
300,000,000
200,000,000
100,000,000
車輛運搬具
80,000,000
60,000,000
20,000,000
器具及び備品
210,000,000
155,000,000
55,000,000
合計
3,490,000,000
1,940,000,000
1,550,000,000
８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)
債権額
徴収不能引当金の当期末残高
債権の
当期末残高
事業未収金
600,000,000
5,000,000
595,000,000
短期貸付金
10,000,000
5,000,000
5,000,000
合計
610,000,000
10,000,000
600,000,000
９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)
種類及び銘柄
帳簿価額
時価
評価損益
第52回利付国債
200,000,000
199,000,000
△1,000,000
第55回利付国債
100,000,000
102,000,000
2,000,000
第10回ＦＦ社期限前償還条件付社債
50,000,000
49,500,000
△500,000
合計
350,000,000
350,500,000
500,000
１０．関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引の内容は次のとおりである。
(単位：円)
種類
法人等の名称
住所
資産総額
事業の
内容
又は職業
議決権の所有割合
関係内容
取引の内容
取引金額
科目
期末残高
役員の　兼務等
事実上の関係
役員及びその近親者
福祉花子
－
－
法人理事長
－
－
－
運転資金の借入
（注1）
30,000,000
役員短期借入金
30,000,000
役員及びその近親者
福祉花子
－
－
法人理事長
－
－
－
施設建物用地の賃貸料
（注2）
10,000,000
事業未払金
1,000,000
取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1)運転資金の借入については、借入期間は６ヶ月、無利息無担保、期日一括返済の金銭消費貸借契約を締結している。
(注2)施設建物用地の賃貸については、近隣の賃貸条件を勘案した上で協議し、賃貸契約を締結している。
１１．重要な偶発債務
　　　　該当なし
１２．重要な後発事象
　　　　該当なし
１３．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
　　　　該当なし



	財務諸表に対する注記（拠点区分用）
１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法
　満期保有目的の債券等　　　　　　　　償却原価法（定額法）
上記以外の有価証券で時価のあるもの　決算日の市場価格に基づく時価法
(２)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法
無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法
リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成25年3月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
(３)引当金の計上基準
徴収不能引当金
　　債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
賞与引当金
　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
退職給付引当金　　　　　　　　　　　
職員の退職金の支給に備えるため、大阪府退職共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。
２．採用する退職給付制度
　独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度及び大阪府民間福祉事業従事者共済会の退職共済制度
３．拠点が作成する財務諸表等サービス区分
当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
（１) Ａ里拠点財務諸表(第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式)

（２) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙4)

　　　ア　介護老人福祉施設Ａ里
イ　短期入所生活介護○○
ウ　居宅介護支援○○
エ　本部
(３) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3)は省略している。
４．基本財産の増減の内容及び金額
　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)
基本財産の種類
前期末残高
当期増加額
当期減少額
当期末残高
土地
100,000,000
0
0
100,000,000
建物
500,000,000
0
15,000,000
485,000,000
合計
600,000,000
0
15,000,000
585,000,000
５．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等 特別積立金の取崩し
      該当なし
６．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　100,000,000円
建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　485,000,000円
　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　585,000,000円
担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）　300,000,000円
　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　300,000,000円
７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)
取得価額
減価償却累計額
当期末残高
建物（基本財産）
1,000,000,000
515,000,000
485,000,000
建物
500,000,000
400,000,000
100,000,000
構築物
200,000,000
150,000,000
50,000,000
車輛運搬具
50,000,000
40,000,000
10,000,000
器具及び備品
110,000,000
80,000,000
30,000,000
合計
1,860,000,000
1,185,000,000
675,000,000
８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)
債権額
徴収不能引当金の当期末残高
債権の
当期末残高
事業未収金
400,000,000
4,000,000
396,000,000
短期貸付金
10,000,000
5,000,000
5,000,000
合計
410,000,000
9,000,000
401,000,000
９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)
種類及び銘柄
帳簿価額
時価
評価損益
第52回利付国債
200,000,000
199,000,000
△1,000,000
第10回ＦＦ社期限前償還条件付社債
50,000,000
49,500,000
△500,000
合計
250,000,000
248,500,000
△1,500,000
１０．重要な後発事象
該当なし
１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし



なお、新会計基準への移行処理年度には下記の注記が必要と考えられています。
　・重要な会計方針の変更(各会計方針の変更について)
　・その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項(勘定科目の変更など)
６．附属明細書の作成
　通知に規定されている附属明細書と勘定科目および補助簿の関係図です。
　作成する附属明細書、補助簿を明らかにする。
　作成欄に☑を入れ、作成する附属明細書、補助簿を明らかにする。
	
	勘定科目
	補助簿
	作成
	附属明細書
	作成

	貸借対照表
	現金
預金
当座預金
小口現金
有価証券
未収金
棚卸資産
立替金
前払金
貸付金
仮払金
固定資産
リース資産
差入保証金
長期前払費用
未払金
預り金
前受金
仮受金
引当金
借入金
退職給付引当金
基本金
国庫補助金等特別積立金
その他の積立金
	現金出納帳
預金（貯金）出納帳
当座預金残高調整表
小口現金出納帳
有価証券台帳
未収金台帳
棚卸資産受払台帳
立替金台帳
前払金台帳
貸付金台帳
仮払金台帳
固定資産管理台帳
リース資産管理台帳
差入保証金台帳
長期前払費用台帳
未払金台帳
預り金台帳
前受金台帳
仮受金台帳
借入金台帳
退職給付引当金台帳
基本金台帳

	
	基本財産及びその他の固定資産の明細書（別紙1）
引当金明細書（別紙2）
借入金明細書（別紙①）
基本金明細書（別紙⑥）
国庫補助金等特別積立金明細書（別紙⑦）
積立金・積立資産明細書（別紙⑧）
	

	
	事業区分間貸付金
事業区分間借入金
拠点区分間借入金
	事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間、長期貸付金（長期借入金）管理台帳
	
	事業区分間及び拠点区分間
貸付金（借入金）残高明細書
（別紙⑤）
	

	
	サービス区分間貸付金
サービス区分間借入金

	事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間、短期貸付金（短期借入金）管理台帳
	
	サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書（別紙⑩）
	

	事　　　業　　　活　　　動　　　計　　　算　　　書
	
	
	
	拠点区分事業活動明細書（別紙4）
就労支援事業別事業活動明細書（別紙⑪）
就労支援事業別事業活動明細書
（多機能型事業所等用）（別紙⑫）
	

	
	製造原価
	
	
	就労支援事業製造原価明細書
(別紙⑬)

	

	
	製造原価
	
	
	就労支援事業製造原価明細書
（多機能型事業所等用）（別紙⑭）
	

	
	販管費
	
	
	就労支援事業販管費明細書
（別紙⑮）
	

	
	販管費
	
	
	就労支援事業販管費明細書
（多機能型事業所等用）（別紙⑯）
	

	
	製造原価販管費
（売上高5,000万円以下）
	
	
	就労支援事業明細書（別紙⑰）
就労支援事業明細書
（多機能型事業所等用）（別紙⑱）
	

	
	授産事業費用
	
	
	授産事業費用明細書（別紙⑲）
	

	
	事業収入
	事業収入管理台帳
	
	
	

	
	経常経費寄附金収益
	寄付金台帳
	
	寄附金収益明細書
(別紙②)
	

	
	施設整備等寄附金収益
	
	
	
	

	
	長期運営資金借入金
元金償還寄附金収益
	
	
	
	

	
	補助金事業収益
	補助金台帳
	
	補助金事業等収益明細書
(別紙③)
	

	
	事業区分間繰入金収入
	事業区分間、拠点区分間及びサービス区分間繰入金管理台帳
	
	事業区分間及び拠点区分間
繰入金明細書
(別紙④)
	

	
	事業区分間繰入金支出
	
	
	
	

	
	拠点区分間繰入金収入
	
	
	
	

	
	拠点区分間繰入金支出
	
	
	サービス区分間繰入金明細書
(別紙⑨)
	

	
	サービス区分間繰入金収入
	
	
	
	

	
	サービス区分間繰入金支出
	
	
	
	

	資金収支計算書
	
	
	
	拠点区分資金収支明細書
(別紙3)
	


７．勘定科目と会計システム
7-1　勘定科目についての問題点
	・新たに設定すべき勘定科目
・仕訳処理上問題のある勘定科目
・決算時に設定する勘定科目
・上記の問題点に対する対処
	有・無
有・無
有・無
有・無
	（）
（）
（）
（）


7-2　会計システムについて
	・会計ソフトの名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	・ハードの構成など（取扱説明書があればその名称等）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	・セキュリティについて（パスワード等でアクセスが制限されているか）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　

	・メンテナンス契約の有無、相手先
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	・当方のシステム管理者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


7-3　会計システムの使いこなし状況
	・月次決算等日常の使いこなしはできているか
	Yes　・　No

	・財務諸表等の決算時に出力する帳簿についての準備はできているか
	Yes　・　No

	・固定資産管理台帳、給与台帳、ほか使用されているソフトの使いこなしはできているか
	Yes　・　No

	・使用されているソフトの名称

	


８．実査、残高確認、固定資産残高報告
8-1　実査
	有価物
	拠点区分・サービス区分
	保管場所
	限度額
	金額等
	実査予定日
	出納職員
	会計責任者

	小口現金

	
	
	
	
	
	
	

	預金通帳
	拠点区分・サービス区分
	金融機関・支店名
	口座No.
	金額等
	実査予定日
	出納職員
	会計責任者

	
	
	
	
	
	
	
	

	証書等
	拠点区分・サービス区分
	金融機関・支店名
	口座No.
	金額等
	実査予定日
	出納職員
	会計責任者

	
	
	
	
	
	
	
	

	有価証券
	拠点区分・サービス区分
	金融機関・支店名
	口座No.
	金額等
	実査予定日
	出納職員
	会計責任者

	
	
	
	
	
	
	
	


8-2　残高証明、残高確認
	種類
	拠点区分・サービス区分
	金融機関名・支店名
	口座NO.
	依頼チェック
	入手チェック
	出納職員
	会計責任者

	銀行預金

	
	
	
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


8-3　固定資産の現在高報告
	拠点区分・サービス区分
	固定資産管理責任者
	固定資産管理台帳
出力担当者
	調査予定日
	報告予定日

	
	
	
	
	


　8-4　リース資産の現物調査
	拠点区分・サービス区分
	リース資産
管理責任者
	リース資産台帳
出力担当者
	調査予定日
	報告予定日

	
	
	
	
	


９．決算整理事項
9-1　決算整理事項を洩れなくリストし、決算整理仕訳起票担当者を決めておきます。
	ﾁｪｯｸ
	決算整理事項
	起票担当者
	関連補助簿
	附属明細書
	チェック担当者
	提出期限

	□
	借入金残高の確認
一年基準による仕訳起票
	
	
	
	
	

	□
	貸付金残高の確認
一年基準による仕訳起票
	
	
	
	
	

	□
	事業収入の検証
未収金の確認
前受金の確認
	
	
	
	
	

	□
	寄附金収入の確認
	
	
	
	
	

	□
	補助金収入の確認
	
	
	
	
	

	□
	未払金・前払金の確認
未払費用・前払費用の確認
未収収益・前受収益の確認
	
	
	
	
	

	□
	棚卸資産の計上
	
	
	
	
	

	□
	減価償却費の計上
国庫補助金等特別積立金取崩額の計上
	
	
	
	
	

	□
	引当金の計上及び取崩
	
	
	
	
	

	□
	退職共済預け金
退職給付引当金
退職共済給付
	
	
	
	
	

	□
	その他の積立金
その他の積立資産
	
	
	
	
	

	□
	基本金の組入・取崩
	
	
	
	
	

	□
	内部取引
関連当事者間取引
注記事項
	
	
	
	
	


9-2　決算整理事項の仕訳例
	
	決算整理事項
	借方
	金額
	貸方
	金額

	1）
	設備資金借入金のうち1年以内返済予定分を流動負債の部へ振替えた。
	設備資金借入金
	80
	1年以内返済予定
設備資金借入金
	80

	2）
	設備資金借入金の元金償還金支出とすべき金額の一部を借入金利息支出としていた。
	1年以内返済予定
設備資金借入金

	50
	支払利息
	50

	
	
	〈資金収支計算書の仕訳〉
設備資金借入金元金償還支出
	50
	支払利息支出
	50

	3）
	利用者負担金収入の前受分を前受金に振替えた。
	利用者負担金(収益)収入
	10
	前受金
	10

	4）
	損害保険料の未経過分20を前払費用に振替えた。
	前払費用
	20
	保険料(支出)
	20

	5）
	6月末に支払期限の地代の1月から3月までの未払い分24を計上した。
	土地・建物賃借料(支出）
	24
	未払費用
	24

	6）
	当期末において、基本金の組入れ対象となっていた建物30を除却処理した。
除却処理とともに、基本金も取崩した。
	建物売却損・処分損

	30
	基本財産―建物
	30

	
	
	基本金
	30
	基本金取崩額
（繰越活動増減差額の部）
	30

	7）
	当期末において、施設整備等補助金100の交付決定通知を受取った。
	未収補助金

	100
	施設整備等補助金(収益)収入
	100

	
	
	国庫補助金等特別積立金積立額
（特別増減の部）
	100
	国庫補助金等特別積立金
	100

	8）
	基本財産―建物の減価償却費50を計上し、同時にその建物に対する国庫補助金等特別積立金を40取崩した。
	減価償却費
	50
	基本財産―建物
	50

	
	
	国庫補助金等特別積立金
	40
	国庫補助金等特別積立金取崩額
（サービス活動増減の部費用）
	40

	9）
	賞与引当金を計算し、当期の支給対象期間分について計上した。
	賞与引当金繰入
（サービス活動増減の部―人件費）
	600
	賞与引当金
	600

	10）
	事業未収金について徴収不能引当金を10繰入れることにした。
	徴収不能引当金繰入
	10
	徴収不能引当金
	10

	11）
	3月末に退職した職員に対する退職金10は、未払いであった。
この退職金については、退職給付引当金を取崩す会計処理をした。
	退職給付費用(支出)
（事業活動による収支の部―人件費支出）
	10
	その他の未払金
	10

	
	
	退職給付引当金
（※この仕訳は、資金収支計算書に反映しない仕訳である。）
	10
	退職給付費用
	10

	12）
	3月末の職員の期末要支給額を計算し退職給付引当金50を繰入した。
	退職給付費用
	50
	退職給付引当金
	50

	13）
	施設改築積立金を500積立、同時に同額を定期預金とした。
	施設改築積立金積立額
（繰越活動増減差額の部）
	500
	施設改築積立金
	500

	
	
	施設改築積立資産
	500
	現金預金
	500

	
	
	〈資金収支計算書の仕訳〉
	
	
	

	
	
	施設改築積立資産支出
	500
	現金預金
	500

	14）
	修繕積立金300を取崩し、修繕費の支払に充当することにした。
そして、修繕積立資産も同時に取崩した。
	修繕積立金
現金預金
	300
300
	修繕積立金取崩額
（繰越活動増減差額の部）
修繕積立資産
	300
300

	
	
	〈資金収支計算書の仕訳〉
	
	
	

	
	
	現金預金
	300
	修繕積立資産取崩収入
（その他の活動による収支の部）
	300


10.決算手続その他の留意点
　次の決算手続についても点検し、留意点を明らかにすること
	10-1
	仮勘定、経過勘定、雑収入、雑費についての内容検討

	
	勘定科目
	該当の有無
	留意点

	
	1）建設仮勘定
2）仮払金
3）仮受金
4）預り金
5）雑収入
6）雑費
7）
8）
	有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無
有　・　無

	

	10-2
	有価証券の評価と時価簿価比較の実行について

	
	項　目
	該当の有無
	留意点

	
	1）満期保有目的の債券の評価について（注16）
2）満期保有目的の債券等以外の有価証券のうち市場価格のあるもの
	有　・　無
有　・　無
	

	10-3
	関連当事者間取引（注22）（別紙1、（運用指針22））

	
	項　目
	該当の有無
	留意点

	
	1）役員との取引で年間1,000万円を超える取引
2）役員が議決権の過半数を所有する会社との取引で年間1,000万円を超える取引
	有　・　無
有　・　無
	

	10-4
	予算と実績の比較、補正予算について

	
	項　目
	該当の有無
	留意点

	
	1）予算と実績の比較の実行
著しく乖離している科目の把握
2）予備費の使用、科目間流用の検討
3）補正予算の検討
	有　・　無
有　・　無
有　・　無
	


総括点検表のネライと実施要領
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